
 

別紙 
Ⅰ．事業評価総括表 

 

 

（単位：円）

番号 交付金事業の名称 
交付金事業者名又は 

間接交付金事業者名 

交付金事業に

要した経費 
交付金充当額 備考 

１ 広報・調査等事業 島根県 28,100,427 28,100,427  

２ 広報・調査等事業 島根県松江市 19,001,915 19,001,915  

（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じて欄を設けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅱ．事業評価個表 

番号 交付金事業の名称 

１ 広報・調査等事業 

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県 

交付金事業実施場所 島根県一円 

交付金事業の概要 ・島根原子力発電所に係る広報・調査等事業において、原子力研修講

座や国、関係機関との会議への参加等により情報収集を行いまし

た。 

・原子力関連施設見学会（平成 30 年 5 月、8 月、12 月、平成 31 年 3

月、松江市で開催、延べ 53 名参加）や原子力講演会（平成 30 年 9

月松江市、出雲市、浜田市で実施、延べ 91名参加）の開催、広報誌

の制作・配布（平成 30年 7月、10月、31年 1月、3月、各 150,000

部発行）を行いました。 

総事業費 28,100,427 交付金充当額 28,100,427 

うち文部科学省分  

うち経済産業省分 28,100,427 

交付金事業の成果目

標 

原子力発電所についての知識や県が実施している原子力安全対策及

び防災対策について普及し、原子力や放射線の専門用語などの難しい

用語を分かりやすく解説することにより理解を促します。 

交付金事業の成果指

標 

・原子力関連施設の調査、原子力研修講座への参加、関連図書の購読

により、担当職員が知識の習得を図ることで、正確で分かりやすい

広報活動を目指します。 

・原子力関連施設（原子力防災センターや原子力環境センター、島根

原発）の見学会を 6 回開催し、アンケートの結果、原子力への理解

度が深まったとする回答者 9割以上を目指します。 

・外部講師を招いて原子力講演会を 2 回開催し、アンケートの結果、

原子力にかかる講演内容の理解度 9 割以上の理解促進を目指しま

す。 

・広報誌発行（150,000部×4回）やインターネット等を活用すること

で原子力に関する知識や動きを発信し、見学会参加者アンケートの

結果、広報誌への興味関心度 9 割以上の分かりやすい広報を目指し

ます。 

交付金事業の成果及

び評価 

・原子力発電の正しい知識と安全対策や防災対策を知ってもらうた

め、県主催の原子力関連施設見学会を 4 回開催しました。参加者ア

ンケート回答者のうち 9 割以上の方が、原子力について理解が深ま

ったと回答しています。開催回数が 4 回に留まった理由は、県主催

見学会のほかに周辺市主催の見学会を 2 回予定していましたが住民

からの要望がなく開催にいたらなかったためです。この結果をう

け、島根県としては住民に対する原子力広報に一層取り組み改善を

目指します。 

・原子力や放射線に関する知識を深めてもらうために、平成 30年度は

3 会場で原子力講演会を開催しました。参加者アンケート回答者の

うち 9割以上の方が、講演内容を理解できたと回答しています。 

・原子力に関する知識の普及や環境放射線監視結果等の周知のため、

原子力広報誌を年 4 回発行し、立地市及び周辺 3 市の住民各戸へ配

布しました。見学会参加者対象のアンケートの回答では、8 割以上

の方が広報誌の内容について分かりやすいと回答し、目標の 9 割に



 

は届きませんでした。この結果をうけ、島根県としては住民が求め

る情報を的確に把握し提供するとともに、より分かりやすい説明で

理解の促進を図り、改善を目指します。 

・職員の資質向上を目的とした原子力研修講座への参加（延べ 12名）

等により、知識の習得と技術の向上を図ることができ、調査等の円

滑な運営に資することができました。 

交付金事業の契約の概要 

 契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額 

国内調査費用（旅費） 
随意契約（少

額） 

株式会社日本旅行 Ｔ

ｉＳ 松江支店 ほか 
3,158,786 

研修参加費用（旅費、受講

料） 

随意契約（少

額） 

株式会社農協観光 島

根支店 ほか 
1,814,004 

情報収集費用（書籍等購入

費、放送受信料） 

随意契約（少

額） 

株式会社今井書店 ほ

か 
290,764 

県民向け広報誌「アトムの広

場」制作委託費 

随意契約（コン

ペ） 
今井印刷株式会社 10,697,400  

県民向け広報誌「アトムの広

場」配布委託費 

随意契約（特定

の者） 

松江市町内会・自治会

連合会 
987,834  

県民向け広報誌「アトムの広

場」配送料 

随意契約（特定

の者） 
日本通運株式会社 1,046,555 

島根県原子力行政冊子「しま

ねの原子力」印刷製本費 

随意契約（少

額） 
有限会社 松陽印刷所 1,753,488 

広報事業費用（消耗品費、広

報誌等送付郵券料） 

随意契約（少

額） 

株式会社松文 オフテ

ック ほか 
707,452 

広報車維持管理費 
随意契約（少

額） 
株式会社マックス山陰 646,844  

インターネット広報費用（Ｈ

Ｐ用データ作成費） 

随意契約（少

額） 
今井印刷株式会社 59,400  

講演会開催費用（広報用チラ

シ・ポスター印刷費） 

随意契約（少

額） 
クリッパ 280,800  

講演会開催費用（会場借上

料、消耗品費） 

随意契約（少

額） 

一般財団法人 くにび

きメッ ほか 
245,564 

展示事業費用（放射線測定パ

ネル印刷費） 

随意契約（少

額） 

株式会社エムシー・ス

クエア 
2,323,350 

見学会開催費用（バス借上

料） 

随意契約（少

額） 

一畑バス株式会社 ほ

か 
217,080 

見学会開催費用（参加者昼食

代、消耗品費） 

随意契約（少

額） 

特定非営利活動法人 

風と石 ほか 
34,716 

連絡調整費用（旅費等） 
随意契約（少

額） 

株式会社農協観光 島

根支店 ほか 
2,808,305  

連絡調整費用（関係団体負担

金） 

随意契約（特定

の者） 

一般社団法人 日本原

子力産業協会 ほか 
260,000 

連絡調整業務用雑費（ＯＡ機

器等賃借料） 

随意契約（特定

の者） 

株式会社松 文オフテ

ックほ か 
252,072 

連絡調整業務用雑費（通信

費、消耗品費） 

随意契約（少

額） 
株式会社えすみ ほか 516,013 

成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無 

無 

 



 

番号 交付金事業の名称 

2 広報・調査等事業 

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県松江市 

交付金事業実施場所 島根県松江市一円 

交付金事業の概要 ・島根原子力発電所に係る広報・調査等事業において、松江市原

子力発電所環境安全対策協議会（平成 30年 6月、平成 31年 3

月、松江市で開催、延べ 64名参加）の開催及びそれに関わる

広報紙制作（平成 30年 6月、9月各 78,300部発行）、原子力

関連施設見学会（平成 30年 11月、松江市で開催、22名参加）

を行いました。 

・原子力研修講座や国、関係機関との会議への参加等により情報

収集を行いました。 

総事業費 19,001,915 交付金充当額 19,001,915 

うち文部科学省分  

うち経済産業省分 19,001,915 

交付金事業の成果目標  原子力発電所についての知識や市が実施している安全対策及び

原子力防災対策について、安対協、広報紙、見学会等を実施する

ことで普及し、原子力に対する正しい理解を促すものです。 

交付金事業の成果指標 ・原子力発電所に関する安全対策の推進等を目的とした松江市原

子力発電所環境安全対策協議会を 3回開催し、委員を対象とし

たアンケート調査を実施し、協議会での説明内容の理解度 8割

以上を目標とします。 

・広報紙「安対協だより」を 3回、松江市の取り組み状況などを

掲載した原子力広報紙を 2回発行し、情報提供を行います。 

・市民を対象とした原子力関連施設見学会を 10回開催し、見学

会終了後にはアンケートを実施し、回答者のうちの原子力につ

いての理解度 8割以上を目標とします。 

交付金事業の成果及び評

価 

・原子力発電所に関する安全対策の推進等を目的とした松江市原

子力発電所環境安全対策協議会を 2回開催し、原子力発電所や

原子力を取り巻く状況、関係機関の取り組み状況などを周知し

た結果、回答者のうちの約 8割以上の方から理解できたとの回

答を得ました。 

・協議会の情報を掲載した広報紙「安対協だより」を 2回、松江

市の取り組み状況などを掲載した「原子力広報」を 2回発行し

市報とともに配布することで原子力に関する情報提供を行いま

した。 

・松江市原子力発電所環境安全対策協議会の開催回数及び「安対

協だより」の発行回数がそれぞれ 2回に留まった理由は、中国

電力株式会社の島根原子力発電所の審査進展があまりなかった

ことによるものです。 

・市民を対象とした原子力関連施設見学会について 1地区を対象

に開催し、見学会終了後に実施したアンケートでは、回答者の

うちの約 9割以上から理解できたとの回答を得ました。開催回

数が 1回に留まった理由は、福島第一原子力発電所事故のあと

や、松江市広域避難計画策定後に比べ原子力に対する関心が薄

れたことや、昨年は全国的に風水害の発生が多く一般防災への

関心が高まったことから、一般防災に関する出前講座などを実



 

施する団体が多く、原子力に関するメニューを選択される団体

が少なかったことによるものと考えています。今後、島根原子

力発電所の審査が進み市民の関心が高まっていくことが予想さ

れることから、過去に参加いただいた公民館や自治会に対して

も再び原子力関連施設見学会の申し込みをしていただけるよう

な働きかけを検討していきます。 

交付金事業の契約の概要 

 契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額 

委員会開催経費 
(資料作成費、謝金等) 

随意契約 

（少額） 
社会福祉法人まつえ友愛会 682,910 

検討会開催費 
(会場借上料) 

随意契約 

（特命） 
一般財団法人くにびきメッセ 181,202 

情報収集整理費

用(旅費、資料購

入費、賃金、共

済費等) 

随意契約 

（少額） 

 

山陰中央新報松江南販売(株)ほか 4,953,247 

市報制作費 

 (印刷製本費) 

指名競争入札 松栄印刷(有) 2,253,777 

広報車維持管理

料 

(本庁・支所用) 

随意契約 

（少額） 
（有）森脇モータースほか 208,368 

賃借料 
（本庁広報用自動車） 

指名競争入札 (株)トヨタレンタリース島根 859,248 

購入費 
（簡易放射線測定器等） 

指名競争入札 (株)千代田テクノル島根営業所ほか 2,427,678 

手数料 
(放射線計測器点検校正） 

随意契約 

（少額） 
(株)千代田テクノル島根営業所 540,000 

講習会・見学会開催

費用 

(バス借上料等) 

随意契約 

（少額） 
優心ファクトリー（同）ほか 138,059 

連絡調整費用

（負担金） 

随意契約 

（特命） 

 

一般社団法人日本原子力産業協会

ほか 

 

952,000 

連絡調整費用 
(消耗品、旅費等) 

随意契約 

（少額） 
(株)松文オフテックほか 5,805,426 

成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無 

今後、松江市総合計画検証委員会で検証される予定。構成員は現在未定。 

 

（備考）（１）事業ごとに作成すること。 

（２） 番号の欄には、 事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入する 

こと。 

（ ３）交付金事業の成果目標の欄は、発電用施設周辺地域整備法第１条（目的）

を踏まえて具体的に記載すること。 



 

（４）交付金事業の成果指標の欄は、成果目標を踏まえて定量的な指標を記載

すること。 

（５） 交付金事業の成果及び評価の欄は、進捗度、利用量並びに効果等を出来

る限り数値を用いて記載すること。 

（６） 交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応

じ欄を設けること。 

（７）成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者

機関等を活用した場合にあっては、第三者機関等の名称及び構成員等を記

載すること。 

 


